
 

令和５年度山形市セーフティネット住宅改修事業費補助金交付要綱 

（目的及び交付） 

第１条 市長は、空き家等の利活用及び住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進を

図るため、住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の供給を目的として建築物の改修事業を行う者

に対し、山形市補助金等の適正化に関する規則（昭和５２年市規則第１０号。以下「規則」

という。）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内において補助金を交付する。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

 ⑴ 住宅確保要配慮者 山形県が定める山形県賃貸住宅供給促進計画（平成３０年３月策

定）第４の１に定められた者をいう。 

 ⑵ 住宅確保要配慮者専用賃貸住宅 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に

関する法律（平成１９年法律第１１２号）第９条第１項第７号に規定する住宅確保要配

慮者専用賃貸住宅であって、入居者の資格を第４条第１号の規定に基づき定める住宅を

いう。 

 ⑶ 収入 公営住宅法施行令（昭和２６年政令第２４０号）第１条第３号に定める収入を

いう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、山形市に所在する住宅確保要配慮者専用賃貸住宅

の改修事業を行う者であって、次の各号のいずれかに該当し、かつ、山形市の市税の滞納

がないものとする。 

 ⑴ 当該住宅に係る住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の登録申請を行った者（登録申請を行

う予定の者を含む。） 

 ⑵ 当該住宅の所有者 

 ⑶ 当該住宅の転貸人 

（住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の条件） 

第４条 住宅確保要配慮者専用賃貸住宅は、次の各号のいずれにも該当するものでなければ

ならない。 

⑴ 入居対象となる住宅確保要配慮者の属する世帯の範囲を次のいずれかとすることを賃

貸の条件とするもの 



 

 ア 入居世帯の収入が１５万８,０００円以下である世帯(イに該当する世帯を除く。) 

  イ 入居世帯の収入が３８万７,０００円以下である次のいずれかに該当する世帯 

(ア) 移住者（住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の入居時点において山形県外から山形県

内に転居して５年未満の者又は山形県外に住民票があり、改修事業後に当該住宅に

居住を予定している者をいう。以下同じ。）を含む世帯（移住者のみの単身世帯を

除く。） 

(イ) 子育て世帯（子ども（１８歳に達する日以降の最初の３月３１日までにある者を

いう。）又は妊娠している者がいる世帯をいう。） 

(ウ) 新婚世帯（配偶者（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

及び婚姻の予約者を含む。）を得て５年以内の者がいる世帯をいう。） 

⑵ 家賃の額を近傍同種の住宅の家賃と均衡を失しない水準以下で定めるもの 

⑶ 次条に規定する補助対象工事の完了後、住宅確保要配慮者専用賃貸住宅としての管理

の期間が１０年以上であるもの 

⑷ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７条第２項に規定する市街化区域内に所

在するもの 

⑸ 入居者が不正の行為によって当該住宅に入居したときは当該住宅に係る賃貸借契約を

解除することを賃貸の条件とするもの 

 ⑹ この要綱に基づき補助金の交付を受けようとする者が、令和４年度に住宅確保要配慮

者専用賃貸住宅の改修事業に係る補助金の交付を受けた場合（当該補助金の交付を受け

た住宅の戸数が１０戸以上の場合に限る。）は、当該住宅について、次の表の左欄に掲げ

る入居者の世帯収入の区分に応じ、当該入居者の割合がそれぞれ同表の右欄に掲げる割

合以上のもの 

入居者の世帯収入 令和４年度において改修事業に係る補助金の交付を受け

た住宅確保要配慮者専用賃貸住宅に占める入居者の割合 

１５万８,０００円以下 １割 

２１万４,０００円以下 ３割 

２５万９,０００円以下 ５割 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、住宅確保要配慮者専用賃貸住宅に係る次に掲げる工事等（以下「補

助対象工事」という。）に要する費用（消費税及び地方消費税の額を除く。）の合計額に



 

３分の２を乗じて得た額とし、１００万円（第１号から第６号までに掲げる工事を実施す

る場合は、２００万円）に改修後の住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の戸数を乗じて得た額

を上限とする。この場合において、当該額に１，０００円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てるものとする。 

 ⑴ バリアフリー改修工事（外構部分の改修工事を含む。） 

⑵ 耐震改修工事 

⑶ 共同居住用住居に用途を変更するための改修工事 

⑷ 間取り変更工事 

⑸ 子育て世帯対応改修工事 

⑹ 防火・消火対策工事 

⑺ 省エネ改修工事（開口部又は躯体（外壁、屋根・天井又は床をいう。）に係る断熱

改修に限る。） 

⑻ 新・生活様式対応改修工事 

⑼ 調査（専門家によるインスペクション等をいう。）において居住のために最低限必要

と認められた工事（従前に賃貸住宅として使用されていたものを除き、かつ、一定期間

（３か月程度をいう。）空き家又は空き部屋であったものに限る。） 

⑽ 山形県居住支援協議会が入居対象者の居住の安定確保を図るために必要と認める改修

工事として別表に掲げる改修工事 

⑾ 前各号に掲げる工事に付随する調査設計計画（専門家によるインスペクション及び耐

震診断を含む。） 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付申請を行おうとする者（以下「交付申請者」という。）は、規則第５条

の規定にかかわらず、山形市セーフティネット住宅改修事業費補助金交付申請書（兼）同

意書（別記様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、市長に申請しなければならない。 

⑴ セーフティネット住宅改修事業費内訳（別記様式第２号） 

⑵ セーフティネット住宅改修事業実施調書（別記様式第３号） 

⑶ 改修前の建築物の位置図、配置図、平面図及び写真（改修前の外観及び改修部分の写

真） 

⑷ 工事費等内訳書（工事費等見積書。ただし、補助対象工事費等の内容が確認できるも

のに限る。） 



 

⑸ 補助対象工事に係る改修後の建築物の平面図（改修箇所が確認できるものに限る。） 

⑹ 建築物の耐震性能を示すものとして、次のア又はイに掲げる区分に応じそれぞれア又

はイに掲げる書類 

 ア 昭和５６年６月１日以後に着工した建築物 次のいずれかの書類 

  (ア)  検査済証 

  (イ)  建築確認台帳記載事項証明書 

  (ウ)  耐震基準適合証明書 

  (エ)  建設住宅性能評価書 

  (オ)  建築基準法適合状況調査報告書 

 イ 昭和５６年５月３１日以前に着工した建築物 次のいずれかの書類 

  (ア)  耐震診断結果報告書 

  (イ)  建設住宅性能評価書 

  (ウ)  特定住宅瑕疵担保責任保険の保険証書 

⑺ 前条第２号に規定する工事を行う場合は、次に掲げる書類 

ア 耐震改修計画書の写し（補強後の耐震性能が分かるもの） 

イ 耐震改修計画判定書の写し（３階建て以上で、かつ、床面積が１，０００㎡以上の

建築物に限る。） 

ウ 耐震改修設計実施者の耐震診断講習修了を証する書類 

⑻ 前条第３号に規定する工事を行う場合で、建築確認申請が必要な工事にあっては建築

確認済証の写し、建築確認申請が不要な工事にあっては改修工事に係る関係法令等の適

合に関する建築士等の誓約書 

⑼ 補助対象工事に係る住宅に入居者がいる場合は、第４条第１号ア又はイのいずれかに

当該入居者が該当することを証する書類の写し 

⑽ 補助対象工事に係る住宅が２階建て以下で、かつ、床面積が５００㎡以下の木造で、

改修後にＺＥＨ（ＺＥＨの定義（改定版）＜戸建住宅＞（平成３１年２月施行）で定

める水準をいう。以下同じ。）となる場合（改修前に既にＺＥＨである場合を含む。）

は、次に掲げる書類 

ア 構造安全性が確認できる構造計算書 

イ 「木造建築物における省エネ化等による建築物の重量化に対応するための必要な

壁量等の基準（案）の概要」（令和４年１０月２８日国土交通省公表）による基準



 

を満たしていることが分かる書類 

ウ 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）に基づく住宅

表示制度における耐震等級３を満たすことが分かる書類 

⑾ その他次条の規定による審査のために必要な書類 

２ 交付申請者は、前条第１１号に規定する調査設計計画に係る補助金の交付を受けようと

する場合は、前項第５号から第８号までに掲げる書類の添付を省略することができる。た

だし、当該調査設計計画が完了したときは、速やかに第８条第２項の規定による補助対象

工事に係る事業計画変更申請を行わなければならない。 

３ 第１項の申請書の提出期限は、市長が別に定める日とする。 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条第１項に規定する申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、

補助金の交付の可否を決定し、山形市セーフティネット住宅改修事業費補助金交付決定（非

該当）通知書（別記様式第４号）により交付申請者に通知するものとする。 

（補助対象工事の変更） 

第８条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、規則第７条第１

項第１号の規定により、補助対象工事の内容を変更しようとするときは、あらかじめ山形

市セーフティネット住宅改修事業費補助金事業計画変更承認申請書（別記様式第５号）に

第６条第１項各号に掲げる書類を添付して、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、交付決定者に対し

山形市セーフティネット住宅改修事業費補助金事業計画変更承認（不承認）通知書（別記

様式第６号）により通知するものとする。 

３ 規則第７条第１項第１号に規定する軽微な変更とは、次に掲げる変更以外の変更とする。 

⑴ 補助金の額に増額が生じる変更又は補助金の額に３割以上の減額が生じる変更 

 ⑵ 補助対象工事に係る完了予定期日の変更。ただし、変更後の完了予定期日が当初の完

了予定期日後６か月以内又は令和６年２月１５日を過ぎないときは、この限りでない。 

（実績報告） 

第９条 交付決定者は、補助対象工事が完了したときは、規則第１３条の規定にかかわらず、

完了の日から起算して１か月を経過する日又は令和６年２月１５日のいずれか早い日まで

に、山形市セーフティネット住宅改修事業費補助金実績報告書（別記様式第７号）に次に

掲げる書類を添付して、市長に報告しなければならない。 



 

⑴ セーフティネット住宅改修事業実施調書 

⑵ 補助対象工事に係る請負契約書等の写し 

⑶ 補助対象工事に係る領収書の写し 

⑷ 補助対象工事完了後の建築物全景並びに補助対象工事箇所の着工前、施工中及び完成

後の写真 

⑸ 補助対象工事の内容に応じ実績報告の確認のために必要な書類 

（補助金の額の確定） 

第１０条 市長は、前条の規定による実績報告の内容を適当と認めるときは、交付すべき補

助金の額を確定し、山形市セーフティネット住宅改修事業費補助金交付額確定通知書（別

記様式第８号）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１１条 交付決定者は、前条に規定する補助金の額の確定を受けたときは、補助金の交付

に係る請求書を速やかに市長に提出しなければならない。 

（書類の整備及び報告） 

第１２条 交付決定者は、補助対象工事に係る収入及び支出を明らかにした帳簿等を備え、

補助金の交付を受けた日が属する年度の翌年度から起算して１０年間これを保管しなけれ

ばならない。 

２ 交付決定者は、補助金の交付の対象となる住宅確保要配慮者専用賃貸住宅の各戸に最初

に賃借人を入居させたときは、当該賃借人が第４条第１号に該当することを証する書類及

び当該賃借人と締結した賃貸借契約書の写しを当該賃貸借契約を締結した日から１５日以

内に市長に提出しなければならない。 

３ 交付決定者は、補助金の交付に係る住宅確保要配慮者専用賃貸住宅が第４条各号に掲げ

る条件に適合していることを明らかにするため、補助対象工事が完了する年度の翌年度か

ら起算して１０年間、毎年度の４月１日における当該住宅の管理状況を当該年度の４月 

１５日までに山形市セーフティネット住宅改修事業費補助金住宅管理状況報告書（別記様

式第９号）により市長に報告しなければならない。 

４ 市長は、前項の規定による報告の内容を確認するため必要な場合は、現地確認を行うこ

とができる。 

 （その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定



 

める。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月３日から施行する。 



 

別表（第５条関係） 

 

 



 

別記様式第１号（第６条関係） 

年  月  日 

（宛先）山形市長 

  申請者 住所 

                          氏名             

                          電話番号 

 

山形市セーフティネット住宅改修事業費補助金交付申請書（兼）同意書 

 令和５年度山形市セーフティネット住宅改修事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定に

より、下記のとおり関係書類を添えて申請します。なお、申請に当たり、申請者の山形市の

市税に係る納付状況について、山形市が調査及び確認することに同意します。 

記 

補助金交付申請額           円（補助対象工事費       円） 

補助対象工事完了予定日   年  月  日（調査設計計画のみの申請の場合は記載不要） 

 

 



 

様式第２号（第６条、第８条関係） 

セーフティネット住宅改修事業費内訳                                     （単位：円）  

事業者名 
及び住宅名 

種類別改修工事等の総費用 １補助対象事
業費計 

２補助対象事
業費上限 

３補助対象限
度額 

４山形市が補
助する額 

備考 
項目 金額 

(事業者名) 

 

 

 

 

(住宅名) 

 

 

 

⑴ バリアフリー改修工事（外構部

分の改修工事を含む。） 

(           ) 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

(           ) 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

(           ) 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

(           ) 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

(           ) 
 

 

⑵ 耐震改修工事 
(           ) 

 
⑶ 共同居住用住居に用途を変更する

ための改修工事 

(           ) 
 

⑷ 間取り変更工事 
(           ) 

 

⑸ 子育て世帯対応改修工事 
(           ) 

 

⑹ 防火・消火対策工事 
(           ) 

 
⑺ 省エネ改修工事（開口部又は躯体

（外壁、屋根・天井又は床）に係る

断熱改修に限る。）に係る費用 

(           ) 
 

⑻ 新・生活様式対応改修工事 
(           ) 

 
⑼ 調査において居住のために最低限

必要と認められた工事 

(           ) 
 

⑽ 山形県居住支援協議会が必要と認

める改修工事 

(           ) 
 

⑾ ⑴から⑽までに掲げる工事に付

随する調査設計計画（専門家によ

るインスペクション及び耐震診

断を含む。） 

(           ) 
 

⑿ 補助対象外工事 
(           ) 

 

⒀ 消費税及び地方消費税（補助金交

付対象外） 

(           ) 
 

合 計 
(           ) 

 
(           ) 

 
(           ) 

 
(           ) 

 
(           ) 

 
 

 (注)１ 建築物ごとに作成すること。 
２ １の欄は、種類別欄の⑴から⑾までの合計額を記入すること。 
３ ２の欄は、１５０万円（種類別欄の⑴から⑹までを含む工事の場合は３００万円）に改修後の住宅戸数を乗じて得た額を記入すること。 
４ ３の欄は、１の欄の額又は２の欄の額のいずれか少ない方を記入すること。 
５ ４の欄は、３の欄の額に３分の２を乗じて得た額（千円未満切捨て）を記入すること。 
６ 事業計画変更承認申請をする際は（  ）内に変更前の金額を記入すること。 



 

様式第３号（第６条、第８条、第９条関係）           補助金交付申請  

                               実 績 報 告 

          セーフティネット住宅改修事業実施調書  

   

１ 所有者（法人の場合は会社名等、区分所有又は共有の場合は代表者）  

 

２ 所有者が２名以上いる場合は、人数を記入の上、所有者全員のリストを提出してください。 

   名    

３ 対象建築物の概要 

建物名称  

登録番号  

対象建築物の住所 山形市 

構造・階数 造   地上   階  地下  階 

建築年月日 年  月  着工 

部屋番号  

総戸数 

(改修前)    戸 

補助対象戸数 

(改修前)     戸 

総戸数 

(改修後)    戸 

補助対象戸数 

(改修後)    戸 

延べ床面積(改修前) ㎡ 延べ床面積(改修後) ㎡ 

・入居対象（該当するもの全てを☑） 

□低額所得者世帯  □移住者を含む世帯  □子育て世帯  □新婚世帯 

・事業に要する経費 

項目 金額欄 

（単位：円） 

備考 

①改修工事等の総費用 (              ) 

 

補助対象外事業費並びに消費税及び地方

消費税を含む額 

②①のうち補助対象事業費 (              ) 

 
消費税及び地方消費税は補助対象外 

③補助対象事業費の上限額 
(              ) 

 

上限１５０万円×改修後戸数（耐震改修工

事等を実施する場合は、３００万円×改修

後戸数）  

④補助対象限度額 (              ) 

 
②又は③のうちいずれか金額が少ない方 

⑤山形市が補助する額 (              ) 

 
④×２／３(千円未満切捨て） 

（注） 

１ 建築物ごとに、１葉作成すること。 

２ 登録番号欄は、調査設計計画（専門家によるインスペクション及び耐震改修を含む。）を実施する

場合は省略可 

３ 部屋番号欄は、改修対象住戸の改修前の番号を記載すること。部屋番号がない場合は、省略可 

４ 事業計画変更承認申請をする際は（  ）内に変更前の金額を入力すること。 



 

様式第５号（第８条関係）                                  

年  月  日 

（宛先）山形市長 

申請者  住所 

氏名              

電話番号 

 

山形市セーフティネット住宅改修事業費補助金事業計画変更承認申請書 

   年  月  日付け  第  号で交付決定の通知があった山形市セーフティネット

住宅改修事業の実施について、別紙事業計画書により計画を変更し、承認を受けたいので、

下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

記 

１ 変更内容 

２ 変更理由 

３ 補助金交付変更額 

 ⑴ 交付決定額         円 

  ⑵ 差引増減額         円 

  ⑶ 変更申請額         円 

４ 完了期日 

 ⑴ 変更前     年  月  日 

 ⑵ 変更後     年  月  日 

５ 関係書類及び図書（別紙のとおり） 

 

 

 

（注）内容の変更に伴って金額の異動がある場合には、全て補助金交付申請の様式を準用

する。なお、添付図面等は変更に係る部分のみ添付すること。 

 

 

 

 



 

様式第７号（第９条関係） 

年  月  日   

（宛先）山形市長 

報告者 住所 

 氏名             

 電話番号  

 

山形市セーフティネット住宅改修事業費補助金実績報告書 

  年  月  日付け  第  号で交付決定通知（  年  月  日付け  第  号で変

更承認通知）があった山形市セーフティネット住宅改修事業費補助金について、下記のとおり補助

対象工事等が完了したので、関係書類を添えて報告します。 

 

記 

補助対象工事完了日   年  月  日 

 

 



 

様式第９号（第１２条関係） 

 年  月  日 

（宛先）山形市長 

報告者 住所 

    氏名            

    電話番号 

山形市セーフティネット住宅改修事業費補助金住宅管理状況報告書 

令和５年度山形市セーフティネット住宅改修事業費補助金交付要綱第１２条第３項の規定に基づ

き、   年４月１日における管理状況を下記のとおり関係書類を添えて報告します。 

記 

住宅 ID  登録番号  

住宅名  

補助金交付年度 年度 補助対象工事完了日 年  月  日 

入 

居 

者 

の 

状 

況 

部屋番号 入居者氏名 入居資格 入居日 契約家賃 

   年  月  日 円 

   年  月  日 円 

   年  月  日 円 

   年  月  日 円 

   年  月  日 円 

   年  月  日 円 

   年  月  日 円 

   年  月  日 円 

   年  月  日 円 

   年  月  日 円 

※ 入居資格は、「低額所得者世帯」「移住者を含む世帯」「子育て世帯」及び「新婚世帯」の

いずれかを記入すること。 

※ 入居日が前年度４月２日以降の者については、入居資格に該当することを確認できる書類を

添付すること。 

 

 

 


